
在外選挙人名簿登録制度出国時申請について 

 

制度制度制度制度概要概要概要概要    ○ 在外選挙制度とは、国外に居住する日本人が、在外選挙人名簿に登録されることにより、国政選挙の投票を国外でも行えるようにする制度です。 ○ 在外選挙人名簿への登録の申請については、これまで出国先の在外公館等において行うものに限られていましたが（在外公館申請）、平成３０年６月１日より、国外に転出する前に国外への転出届を提出する際に市区町村の窓口でも申請を行えるよう、制度の見直しが行われました（出国時申請）。 
    

    

申請できる申請できる申請できる申請できる者者者者     ○ 年齢満 18 歳以上の日本国民で、国外への転出届を提出した者のうち、選挙人名簿に登録されている方になります。 
 ＜注意点＞  ・ 申請は、申請者本人のほか、申請者の委任を受けた者（受任者）も行うことができます（ただし、受任者が申請を行う場合には申請者からの申出書が必要となります。）。  ・ 外国に居住後の住所は在留届（※）により確認してから、登録することとなりますので、出国後は速やかに、遅くとも転出予定日から４か月経過する前に、最寄りの在外公館に在留届を提出するようお願いします。 インターネットによる「オンライン在留届」をご利用ください。https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html ※在留届･･･旅券法第 16条で、外国に住所等を定めて 3か月以上滞在する日本人は、その住所又は居所を管轄する日本の大使館又は総領事館（在外公館）に「在留届」を提出するよう義務付けられています。   
 

申請できる申請できる申請できる申請できる期間期間期間期間     ・国外転出届を提出した日から、国外転出届に記載された転出予定日当日までの間です。 
 ＜注意点＞  ・ 国外転出届を提出する際、必要な書類がない等の理由で提出と同時に出国時申請をしない方には、上記の期間は出国時申請ができます。    また、再度の来訪ができない場合は、出国後に、在外公館申請ができます。（ただしこの場合には国外における３か月の居住要件が必要となります。） 
 

 

申請方法申請方法申請方法申請方法    ○ 申請は直接窓口で行う必要があります。 
 



必要書類必要書類必要書類必要書類     ○申請書 ※受任者が申請する場合でも署名欄には申請者本人の署名が必要です。  ○以下の本人確認書類   ①申請者本人が申請書を提出する場合は、申請書と旅券等の本人確認ができる書類（※１）   ②受任者が申請書を提出する場合は、申請書（申請者本人の署名が必要）と申請者本人の本人確認書類（※１）、申請者からの申出書、申請に来ている者（受任者）の本人確認書類（※２） 
 ※１ 本人確認書類の例 ・１点確認：旅券、マイナンバーカード、運転免許証、官公庁の身分証等 注）国外での住所の確認に旅券番号も用いることから、できる限り旅券での確認が望ましいです。 ・２点確認：次のア、イそれぞれから１点（またはアを２点） ア･･･戸籍謄抄本、住民票の写し、健康保険証、年金手帳、納税証明書、 障害者手帳等 イ･･･顔写真の付いた民間企業等の身分証（企業の社員証、顔写真付クレジットカード）等 ※２ 本人確認書類の例  ・旅券、運転免許証、官公庁の身分証、その他選挙管理委員会が適当と認める書類 
 

 ＜注意点＞ ・ 申請書の署名欄は、本人の自署であることが必要です。これは在外選挙における郵便等投票の際に、本人による投票かを判断するために用いられるものであることから、自署のない申請書は記載不備となります。  ・ 申請書の「旅券番号」の記載欄については、国外の住所を確認する際、旅券番号を用いることにより速やかな確認が可能となるため記載をお願いします。 ・ 連絡先欄の記載については、国外に出国した後でも連絡がとれるものを記載してください。     
 


